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�愛媛県告示第４０６号
愛媛県公印規程（昭和３４年愛媛県訓令第８号）第６条の規定によ

り、知事印（専用公印）を次のとおり新設した。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４０７号
次のとおり落札者を決定した。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広
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愛媛県基幹ネットワークシステム運
用管理・支援及び利用支援業務 一
式

愛媛県企画振興部
政策企画局情報シ
ステム課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和２年３月２５日

フェイス・ソリューシ
ョン・テクノロジーズ
株式会社松山支店
松山市南江戸二丁目９
番１７号せとかんビル３
Ｆ

３８，２８０，０００円 一般競争入札 令和２年２月１２日

毎週（火・金）曜日発行 第９６号 令和２年４月１４日

令和２年４月１４日火曜日 第９６号

愛 媛 県 報

３０６
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�愛媛県告示第４０９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光

室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ダイレックス松山店

松山市宮西一丁目１５０番１

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ＮＴＴ西日本アセット・プランニング

大阪府大阪市中央区今橋二丁目５番８号

代表取締役 松本 順一

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

ダイレックス株式会社

佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬９３０番地

代表取締役 多田 高志

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和２年１２月２日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，４０６平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

５７台

イ 駐輪場の収容台数

４０台

ウ 荷さばき施設の面積

５０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１６．５４立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

２４時間

２ 届出年月日

令和２年４月１日

３ 意見書の提出

�愛媛県告示第４０８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜支局商工観光室並びに八幡浜市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

エースワン八幡浜店 八幡浜市松柏丙８３２
番地２ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社エースワン
高知県高知市薊野南
町２８番１２号
代表取締役
中山 太陽

株式会社エースワン
高知県高知市薊野南
町２８番１２号
代表取締役
中山 太陽
株式会社Ａｉ
宇和島市天神町９番
２２号
代表取締役
渡辺 伸治

令和２年
３月６日

令和２年
４月２日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜

支局商工観光室並びに八幡浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報令和２年４月１４日 第９６号

３０７



この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部

産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１

月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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�愛媛県告示第４１０号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

新居浜市 萩生河之北の一
部

平成２５年度から
平成２６年度まで

新居浜市（萩生河
之北の一部）の地
籍図及び地籍簿

新居浜市 大野、竹ヶ市の
一部

平成１６年度から
平成１８年度まで

新居浜市（大野、
竹ヶ市の一部）の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

令和２年４月１４日

�������
�愛媛県告示第４１１号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 解除予定保安林の所在場所

今治市玉川町龍岡上字石ヶ内奥丁１８９の４、丁１８９の５

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 解除の理由

道路用地とするため

２� 解除予定保安林の所在場所

今治市玉川町龍岡上字石ヶ内奥丁１８９の４、丁１８９の５

� 保安林として指定された目的

公衆の保健

� 解除の理由

道路用地とするため

�愛媛県告示第４１２号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

今治市玉川町龍岡上字石ヶ内奥丁１８２の２、丁１８２の３

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第４１３号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

令和２年４月１４日から２７日まで

�������
�愛媛県告示第４１４号
河川区域の廃止により廃川敷地等が生じたので、河川法施行令

（昭和４０年政令第１４号）第４９条の規定により、次のとおり公示する。

その関係図面は、愛媛県庁及び中予地方局建設部に備え置いて縦

覧に供する。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 河川の名称

二級河川宮前川水系宮前川

２ 廃川敷地等が生じた年月日

令和２年４月１４日

３ 廃川敷地等の位置

左岸 松山市南江戸五丁目１番１地先から

同市南江戸五丁目７３８番５地先まで

右岸 松山市南江戸五丁目７４０番２地先から

同市南江戸五丁目７４２番１地先まで

４ 廃川敷地等の種類及び数量

土地（河川管理施設を含む。）３９２．２１平方メートル

�������
�愛媛県告示第４１５号
河川区域の廃止により廃川敷地等が生じたので、河川法施行令

（昭和４０年政令第１４号）第４９条の規定により、次のとおり公示する。

その関係図面は、愛媛県庁及び中予地方局建設部に備え置いて縦

覧に供する。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 河川の名称

二級河川宮前川水系宮前川

２ 廃川敷地等が生じた年月日

令和２年４月１４日

愛 媛 県 報令和２年４月１４日 第９６号

３０８
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３ 廃川敷地等の位置

左岸 松山市南江戸五丁目７７９番３地先から

同市南江戸五丁目７７６番１地先まで

右岸 松山市南江戸五丁目７４２番１地先から

同市南江戸五丁目７４２番３５地先まで

４ 廃川敷地等の種類及び数量

土地（河川管理施設を含む。）２６３．９５平方メートル

�愛媛県告示第４１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４１７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４１９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜東港線
新居浜市観音原町甲９４１番１９から

同町甲９４１番３まで

旧 １１．０～４６．３ ０．１２０

新 １１．０～４０．２ ０．１２０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜港線
新居浜市本郷一丁目８８９番５から

同市本郷一丁目８８０番６まで
令和２年４月１４日

〃 新居浜東港線
新居浜市観音原町甲９４１番８から

同町甲９３５番３まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 皿ヶ嶺公園滑川線
東温市滑川字梅藪甲１８７番４から

同字甲１８５番１まで

旧 ３．３～６．６ ０．０７８

新 ５．２～８．６ ０．０７８

〃 〃 東温市滑川字平木辛２３６番

旧 ３．２～６．２ ０．０５６

新 ５．０～１１．６ ０．０５６

〃 〃
東温市滑川字明河瀬辛２４１番１から

同市滑川字明カセ辛２４２番１まで

旧 ３．５～９．１ ０．０３９

新 ６．９～１１．６ ０．０３９

愛 媛 県 報令和２年４月１４日 第９６号

３０９
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�愛媛県告示第４２０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

道後平野土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があっ

た。

令和２年４月１４日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

退 任

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４２１号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４２２号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４２３号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

令和２年４月１４日

愛媛県南予地方局長 河 瀬 利 文

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 興居島循環線 松山市泊町甲９７番１

旧 ５．６～２０．５ ０．０７４

新 ５．７～２０．５ ０．０７４

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 田 所 竜 二 松山市西長戸町３３３番地５

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

内 科 宇都宮内科クリニッ
ク 宇都宮 大 貴 西予市宇和町卯之町３丁目３０９ 令和

２年４月１日

音 声 ・ 言 語 機 能 障 害 脳神経外科 医療法人中野クリニ
ック 中 野 敬 東温市志津川１５７７番地１ 令和

２年４月１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 社会医療法人石川記
念会ＨＩＴＯ病院 永 原 寛 之 四国中央市上分町７８８番地１ 令和

２年４月１日

肢 体 不 自 由 内 科 いわむらクリニック 岩 村 文 貴 宇和島市吉田町魚棚２０番地３ 令和
２年４月１日

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

中 川 裕 彦 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 喜 多 医 師 会 病 院 大洲市東大洲１５６３－１ 令和２年

３月１日

星 加 佳 邦 医療法人陽成会広瀬病院 今治市拝志１－２６ 医療法人倬清会横山病院 西条市小松町新屋敷甲２８６ 平成３０年
４月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０７００３７１ 社会福祉法人宗友福祉
会

愛媛県松山市中野町甲
６４０番地 丹生谷 孝 之 就労継続支援

Ｂ型 Ｓａ．おいでや菅田 愛媛県大洲市菅田町菅
田甲５５０番地１

令和２年
４月１日

愛 媛 県 報令和２年４月１４日 第９６号

３１０
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公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和２年４月１４日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

１ 入札に付する事項

� 件名

定位放射線治療装置（ガンマナイフ）の借入れ

� 借入物品名及び数量

定位放射線治療装置（ガンマナイフ） 一式

（使用にあたり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

令和２年１２月１日から令和８年１１月３０日まで

� 借入場所

愛媛県立中央病院

（愛媛県松山市春日町８３番地）

� 設置完了日

令和２年１１月３０日（月）

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、１月当たりの借入代金とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該

当する者

�愛媛県告示第４２４号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

令和２年４月１４日

愛媛県南予地方局長 河 瀬 利 文

�愛媛県告示第４２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年４月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

３８２０３００４９３ 社会福祉法人はまゆう
会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目５番２７号 中 村 伸 好 共同生活援助 はまゆうホーム 愛媛県宇和島市伊吹町

甲９３８番地
令和２年
４月１日

３８１０３００７０１ 社会福祉法人はまゆう
会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目５番２７号 中 村 伸 好 短期入所 はまゆうホーム 愛媛県宇和島市伊吹町

甲９３８番地
令和２年
４月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０３００１１５ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号 薬師神 津 一 居宅介護

宇和島市社会福祉協議
会三間障害者居宅介護
事業所

愛媛県宇和島市三間町
迫目１２６番地

令和２年
３月３１日

３８１０３００１１５ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号 薬師神 津 一 重度訪問介護

宇和島市社会福祉協議
会三間障害者居宅介護
事業所

愛媛県宇和島市三間町
迫目１２６番地

令和２年
３月３１日

３８１０３００１１５ 社会福祉法人宇和島市
社会福祉協議会

愛媛県宇和島市住吉町
一丁目６番１６号 薬師神 津 一 同行援護

宇和島市社会福祉協議
会三間障害者居宅介護
事業所

愛媛県宇和島市三間町
迫目１２６番地

令和２年
３月３１日

３８１０４０００７１ 社会福祉法人和泉蓮華
会

愛媛県松山市和泉北一
丁目２０番１８号 中 野 勇 就労移行支援 八幡浜市障害者施設い

きいきプチファーム
愛媛県八幡浜市松柏乙
６４８番地１

令和２年
３月３１日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 柳沢新谷停車場線
大洲市喜多山乙２６４番６地先から

同市喜多山乙２５７番５まで
令和２年４月１４日

愛 媛 県 報令和２年４月１４日 第９６号

３１１



正 誤

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� この公告で示す物品を借入期間の開始までに確実に納入でき

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出方法等

� 提出書類及び入札書の提出方法

電子入札システムによる。

� 契約条項及び入札説明書の掲載場所

愛媛県入札情報公開システム上に掲載する。

http://www.pref.ehime.jp/h40180/e-bid-nyuusatsu/

� 入札書のほかに提出する書類の受領期限

令和２年５月１３日（水）午後５時００分まで。

� 入札書の受領期限

電子入札システムによる場合は、令和２年５月２１日（木）か

ら令和２年５月２５日（月）までの電子入札システム稼動時間中

（午前９時００分から午後８時００分まで（ただし、５月２５日は午

前９時５９分まで））。

紙入札による場合は、令和２年５月２５日（月）午前９時５９分

まで。

� 開札の日時及び場所

令和２年５月２５日（月）午前１０時００分

愛媛県公営企業管理局大会議室（愛媛県庁第二別館２階）

� 問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、入札説明書等に基づ

き令和２年５月１３日（水）午後５時００分までに提出しなければ

ならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から第１５４条までの規

定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額及

び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に限

る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
	 その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased：Stereotactic

radiation therapy equipment，１ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２５May２０２０

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Management Bureau， Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

�正 誤

令和２年４月１日付け第９２号外２愛媛県訓令第７号（組織改正に

伴う関係訓令の整理に関する訓令）中

�������
�正 誤

令和２年４月７日付け第９４号愛媛県告示第３７３号（土地改良区役

員の就退任の届出）中

ページ 箇 所 誤 正

７７

改正後欄中
健康増進課の表
５の部２の項�
事項欄

使用 供用

ページ 箇 所 誤 正

２９６ 局長名 愛媛県東予地方局長
馬 越 史 郎

愛媛県東予地方局長
齊 藤 直 樹

令和２年４月１４日 発行

愛 媛 県 報令和２年４月１４日 第９６号

３１２


